
様式４

第１　事業計画

１　個別事業計画一覧表（１）

○○ ○○ 20 600 300

○○ ○○ 95 3610 1805

0 0 0

115 4,210 2,105

○○ ○○、○○ 100 4,500 2,250

○○ ○○、○○ 50 2,450 1,225

○○ ○○、○○ 38.9 2,447 1,224

○○ 80 3,600 1,800

○○ ○○ 80 3,600 1,800

○○ ○○ 10 620 310

○○ ○○、○○、○○ 306 14,659 7,330

0 0 0

664.9 31,876 15,938

○○ ○○ 50 250 125

○○ ○○ 5 25 13

0 0 0

55 275 138

○○ ○○、○○ 100 4,000 2,000

○○ ○○ 15.78 631 316

○○ ○○ 100 4,000 2,000

0 0 0

215.78 8,631 4,316

○○ 148 74 R6年度基金

0 0

148 74

○○ 100 50 R6年度基金

0 0

100 50 R6年度基金

0 0 0

1,050.68 45,240.00 22,621.00

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
市町村推進事務

交付金合計

基金合計

基金総計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた
条件整備

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
都道府県推進事務

交付金合計

森林整備の地域
活動推進

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林経営計画作成促進

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林境界の明確化

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林所有者の探索

交付金総計

交付金合計

基金合計

目標
事業種目

（メニュー）
実施市町村 事業実施主体

事業量
（ha、m、箇所）

R6度基金

R6年度基金

R6年度基金

R6年度基金

事業費
（千円）

国費
（千円）

備考



１　個別事業計画一覧表（２）

＜合計＞

山地防災情報の周知

森林資源の保護

林業の多様な担い手
の育成

1,480 740

林業経営体の育成 18,590 5,070

＜個別事業計画＞

林業の多様な担い手
の育成

労働安全の確保
安全巡回指導の実施、
労働災害防止に係る研
修会の開催

○○ 480 240

巡回指導30箇所、
研修会1回
人件費416千円、謝
金22千円、旅費19
千円、需用費7千
円、役務費6千円、
使用料10千円

林業の多様な担い手
の育成

人材の確保・育
成・定着

ＩＣＴを活用した森林
施業プランナー育成研
修の開催

○○ 1,000 500

研修6日間☓1回
人件費258千円、報
償費486千円、使用
料191千円、旅費40
千円、需用費18千
円、役務費7千円

林業経営体の育成
林業経営体育成対
策（林業機械リー
ス支援）

ウインチ付きグラップ
ル　1台

○○ 10,450 2,850 残存価格：950千円

林業経営体の育成
林業経営体育成対
策（林業機械リー
ス支援）

搬器　1台 ○○ 8,140 2,220 残存価格：740千円

地域
提案

備　考目標 メニュー 実施内容 事業実施主体
事業費

（千円）
国費

（千円）



２　計画主体ごとに定める指標（全体指標）

数値 単位
年度

（西暦）
数値 単位

年度
（西暦）

素材生産量（目標値） 166 千㎥
R6

(2024)
220 千㎥

R11
(2029)

（R2-4平均）
増加率:32.5%

素材生産性（目標値） 3.46
㎥/
人日

R6
(2024)

3.92
㎥/
人日

R11
(2029)

（R2-4平均）
増加率:13.3%

地域材利用量（増加量・増加率） 122 千㎥
R6

(2024)
148 千㎥

R11
(2029)

（R2-R4平均）
増加量：26千㎥
増加率：21%

都道府県全体の低層公共建築物の木造率 30 ％
R6

(2024)
30 ％

R11
(2029)

(R2,3平均）
現状維持

都道府県全体の低層公共建築物の木造率
の伸び率

84.6 ％
R6

(2024)
84.6 ％

R11
(2029)

（H22,24平均から
R2,3平均）
現状維持

都道府県及び市町村が整備する低層公共
建築物の木造率

9.45 ％
R6

(2024)
20.85 ％

R11
(2029)

（R2,3平均）
基準値へ回復
（増加率：120%）

都道府県及び市町村が整備する低層公共
建築物の木造率の伸び率

-54.7 ％
R6

(2024)
0 ％

R11
(2029)

（H22,24平均から
R2,3平均）
基準値へ回復

森林資源保護の推進

森林環境保全の推進

素材生産量（目標値） 166 千㎥
R6

(2024)
200 千㎥

R7
(2025)

（R2-4平均）
増加率:20.5%

労働災害発生件数（減少率） 28 件
R6

(2024)
27 件

R7
(2025)

（R2-4平均）
減少率:3.6%

素材生産量（目標値） 166 千㎥
R6

(2024)
200 千㎥

R7
(2025)

（R2-4平均）
増加率:20.5%

素材生産性（目標値） 3.46 ㎥/人日
R6

(2024)
3.6 ㎥/人日

R7
(2025)

（R2-4平均）
増加率:4.0%

コンテナ苗生産基盤施設等整備

高性能林業機械等の整備

機械導入により、生産性の向上と安
全確保を図り、作業システムの効率
化による素材生産量の増加を目指
す。

人材の確保・育成・定着
労働安全の確保

人材育成や労働災害防止研修等を実
施することにより、素材生産量の増
加、労働災害発生件数の減少を目指
す。

林業経営体育成対策
（林業機械リース支援）

リース支援により機械導入を進め、
生産性の向上と安全確保を図り、作
業システムの効率化による素材生産
量の増加を目指す。

木造公共建築物等の整備

素材生産量、木材利用量及び木材産
業体制の整備促進を図るため、地域
材の利用量などの増加に資する施設
の整備を実施する。

山地防災情報の周知
山地防災情報伝達の総合的
な推進

森林資源の保護

再造林の低コスト化の促進

林業の多様な
担い手の育成

林業経営体の育成

備考

林業・木材産業の生産基盤強
化

目標
事業種目

（メニュー）
全体指標

指標設定の考え方
（目標との関連性）

現状値 目標値



３　事業実施主体ごとに定める指標（個別指標）
　（１）森林整備・林業等振興整備交付金

現状値 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 目標値

（R6年度）

（2024）

（R7年度）

（2025）

（R8年度）

（2026）

（R9年度）

（2027）

（R10年
度）

（2028）

（R11年
度）

（2029）

17,050 5,166 0 5,166 素材生産量 ㎥ 3,743 4,000 4,200 4,500 5,000 5,500 6.43 (47%)

素材生産性 ㎥/人日 3.53 4.2 4.5 4.7 4.9 5.0 (42%)

都道府県優先

計 17,050 5,166 0 5,166

①公共施設 363,000 92,275 0 92,275 施設利用者数 人 0 9,094 9,094 9,094 9,094 9,094 交付対象事業費

②木造公共施設 単位面積あたりの地域材利用量 ㎥/㎡ 0 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 184,551千円（税抜）

　1棟 単位面積あたりの事業費 円/㎡ 0 251,933 251,933 251,933 251,933 251,933 1.03 交付対象事業費に係る延べ面積

　延床面積 CLT利用量 ㎥ 0 102 102 102 102 102 732.54㎡

　873.66㎡ 川上との連携 有無 ー 有 有 有 有 有 加算指標あり：

医療・社会福祉施設

都道府県優先

計 363,000 92,275 0 92,275

380,050 97,441 0 97,441

計

380,050 97,441 0 97,441

うち地域提案 0 0 0 0

木造公共建築物
等の整備

12木造公共施設
整備

○○
○○

再造林の
低コスト化の促進

合　計

総　　計

事業内容
事業費

（千円）

林業・木材産業の
生産基盤強化

合　計

目標
事業実
施主体

メニュー 事業種目
実  施
市町村

高性能林業機械
等の整備

03林業機械作業
システム整備

○○
○○

①林業機械導入
【素材生産型】
②高性能林業機械等
③グラップルソー1
台

備　考事業費
（千円）

交付金（国費）

合計
（千円）

個別指標
附　帯
事務費

（千円）

費用
対効
果分
析の
結果

個別指標

単位

公
庫
資
金


